
羽村市企画総務部企画政策課

第六次羽村市行財政改革基本計画進捗状況
（平成30年度分）



　　事業数：２８事業

■第六次羽村市行財政改革基本計画（平成３０年度）

第六次羽村市行財政改革基本計画進捗状況（平成30年度分）

　市では、平成６年度から平成２８年度まで、５次にわたる行財政改革を推進し、この中で、事務事業の整理合理化、民間委託や指定
管理者制度の導入などの新たな行政手法の活用、職員定数の削減など、行政のスリム化・効率化に取り組むことで、市民サービスの維
持・向上に努めてきました。
　今後も、行財政改革の取組みについては、平成２８年１２月に策定した第六次羽村市行財政改革基本計画（平成２９年度～令和３年
度）に基づき、社会経済状況の変化に機敏に対応するとともに、政府が進める地域主権改革の進展に合わせて、自らの責任と実行の
もとに、引き続き、不断に取組みを続けていきます。
　ここに、平成30年度における行財政改革の取り組み結果を取りまとめましたのでお知らせします。

～自主・自立の自治体経営と安定した財政基盤の確立を目指して～



第六次羽村市行財政改革基本計画実施計画（平成30年度分）進捗状況

市民課 平成30年6月、9月、12月、平成31年2月の4回（延べ41日）、市民
課窓口来庁者を対象にアンケートを実施し、596名からの回答を
得ることができた。

計画どおり進
行中

☆市民課窓口アンケート
　　全体の満足度　77.0％
　　（前年度比4.4％増）
※普通以上の満足度を含めた割合
　　　 97.6％

イベント
実施課

平成30年度末までに実施した各種イベントにおけるアンケート調
査は、企画政策課を始めとする15部署が実施した158事業で行っ
ており、いただいた意見を参考に、内容の充実に努めている。

計画どおり進
行中

☆イベントにおけるアンケート
　　15部署158事業で実施

窓口所管
課

平成30年度末までに実施した窓口アンケート調査は、市民課を始
めとする7部署で行っており、いただいた意見を参考に、内容の充
実に努めている。

計画どおり進
行中

☆窓口アンケートの実施　7部署

№2 市民満足度
の把握

市民の意見を施策等に反映させた行政運営
を展開していくため、市政世論調査のほか市
民満足度調査を実施し、実施計画事業や経
常事務事業に対する市民満足度を把握して
いきます。

市民満足度調査の
実施

〔平成30年度〕
市民満足度調査の企画、準備
〔平成31年度〕
市民満足度調査の実施、集計、分析、公
表、一部反映
〔平成32年度）
市民満足度調査結果の反映

広報広聴
課

市公式サイトを運用するシステム（ＣＭＳ）のアンケート機能を活
用した市民満足度調査について、調査・研究を実施した。
令和元年度の実施に向け、質問項目などについて調整中であ
る。

計画どおり進
行中

－

QRコードの掲載については、広報はむらにも積極的に掲載する
ほか、各課が作成するパンフレットなどにも掲載するよう周知し
た。
SNSを活用した市民の声を取り入れる方法については、その特性
から個人的な意見等が多く、市政に参考となる意見の集約方法
については引き続き調査・研究を要する。

☆QRコードの掲載
広報はむらへのQRコードの掲載につ
いては、H30年度をもって完了とし、
各所管課で作成するパンフレット等
への掲載に取り組むこととする。

☆SNSの活用
SNSの活用については引き続き検討
していく。

市公式サイトへの
各種手続きチェック
リストの掲載

〔平成30年度〕
市公式サイト全面リニューアルに合わせ各
種手続きチェックリストを掲載

広報広聴
課

市公式サイトを運用するシステム（ＣＭＳ）の更新を伴う市公式サ
イトの全面リニューアルは、費用に見合うだけの機能強化を図る
には至らないと判断し、当面は現ＣＭＳの利用を継続していくこと
とした。
よって、各種手続きチェックリストの掲載については、コンテンツの
基本構成を抜本的に見直すことができないため、現状のコンテン
ツ構成の中で、各コンテンツを作成する各課に協力を仰ぎ、各種
手続きの一覧表を作成するなど、ユーザビリティ向上を図ってい
く。

計画の見直し
が必要

－

婚姻届出者への特
別な証明書の発行

〔平成30年度〕
婚姻届出者への特別な証明書の発行開始

市民課 羽村市出身アーティストSANAさんによるオリジナルデザインの婚
姻届受理証明書を作成し、平成31年3月25日から申請交付開始
とした。

申請件数　1件

完了 ☆申請件数　1件

婚姻届出の受付の際にかわいいと
の評判を受けている。

№１

市民の利便性を高めるために市のさまざま
な手続きに関する必要書類や手続き方法を
市公式サイトにわかりやすく掲載したり、子育
て世代の定住化を促進するための市民サー
ビスのひとつとして羽村市へ婚姻届を出した
方のうち希望する方へ記念となるような市独
自の証明書を発行するなど、利用者目線に
よるサービス向上を図ります。

窓口の改善やイベントの魅力アップにつなげ
るため、各種アンケート調査により市民ニー
ズを把握します。

№4

より広く市民の意見や要望を把握するため、
問合せ先メールアドレスへのＱＲコードの活
用やＳＮＳなどの活用による市民の声を収集
する方法について研究するなど、広聴手段
の充実を図ります。

市民サービス
の向上

各種アンケー
トによる市民
ニーズの把握

行
政
改
革

窓口サービス
の向上

〔平成30年度〕
問合せ先ＱＲコードの発行物への掲載方法
の検討結果の反映
ＳＮＳを活用した市民の声をとり入れる方法
の研究
〔平成31年度〕
ＳＮＳを活用した市民の声をとり入れる方法
の研究結果の反映

分野
年次計画

（平成30年度～平成32年度）
取組内容

広聴手段の
充実

〔平成30年度〕
市民課窓口アンケート調査の実施と反映・ア
ンケートの改善
各種イベントにおけるアンケートの実施と結
果の反映・アンケートの改善
窓口職場でのアンケート結果の反映・アン
ケート実施職場の拡大
〔平成31年度～平成32年度〕
同上

各種アンケートの実
施

事業の目的、方向性実施計画事業改革項目柱

№3

マーケティン
グ力の強化

＜柱１＞
社会経済情
勢や市民
ニーズに
合った行政
サービスの
展開

広報広聴
課

広聴手段の充実

関連課所管課 実績（平成30年度末現在）

計画の見直し
が必要

効果・成果、具体的数量等進捗状況
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分野
年次計画

（平成30年度～平成32年度）
取組内容事業の目的、方向性実施計画事業改革項目柱 関連課所管課 実績（平成30年度末現在） 効果・成果、具体的数量等進捗状況

公共施設のWi-Fi対
応

〔平成30年度〕
公共施設・学校へのWi-Fi導入の検討
羽村駅・小作駅等へのWi-Fi環境の整備・活
用開始
〔平成31年度）
公共施設・学校へのWi-Fi導入の検討・一部
施設への結果反映
〔平成32年度）
同上

情報管理
課

企画政策
課・地域振
興課・ス
ポーツ推進
課・郷土博
物館・学校
教育課・各
施設所管課

引き続き、多摩ケーブルネットワーク株式会社との地域BWA協定
に基づく、調整を行ったほか、先行運用を予定している羽村・小作
駅以外の公共施設でのWi-Fi環境構築に関し、検討を進めた。

計画どおり進
行中

☆小作駅でのWi-Fiの導入
小作駅でのWi-Fi環境について、令
和元年５月１日から運用することとし
て調整した。

庁舎音声自動案内
電話の改善

〔平成30年度〕
庁舎音声自動案内電話の改善内容の検討
結果の反映

契約管財
課

庁舎音声自動案内電話の改善を検討した。現状のシステムで
は、希望する部署に電話をつなぐまでの時間の増加や、操作の
煩雑化などの課題があることから、音声自動案内電話システムの
更新に合わせて改善を行うよう計画を見直した。
なお、プログラムソフトについては、電話交換機とのマッチングを
考慮する必要があることから、電話交換機のリース期間の満了の
際に、更新する。（リース期間満了：平成32年8月31日）

その他 リース期間満了に合わせて改善を図
る方向性の決定

庁舎設備の改善 契約管財
課

庁舎内記念撮影場
所の設置

〔平成30年度〕
庁舎内記念撮影場所の設置、活用開始

シティプロ
モーショ
ン推進課

写真撮影用バックボードを市役所1階庁舎ロビーに設置した。デ
ザインは羽村市出身アーティストSANAさんに依頼した。婚姻届や
出生届などの提出に来庁した方の記念撮影の場として活用して
いる。

完了 設置箇所数　1か所

経営管理システムについて、施策評価の様式をより実効性のあ
る評価システムとなるよう改善を図った。
【改善点（抜粋）】
・平成29年度事業の事中評価、事後評価対象事業を施策として
捉えた際の評価となるよう様式を見直し、当該年度における施策
の進捗を評価した。
・平成31年度事業の新規評価について、各部において優先順位
付けを行うとともに、当該事業を評価する視点がより具体的にな
るよう様式の見直しを行った。

☆経営管理システムの見直し
施策評価の様式・方法の見直し

【行政評価】
・平成29年度行政評価対象事業について、事務事業評価【事後】
及び施策評価を実施し、公表した。
・平成30年度の進行管理、行政評価対象事業として、長期総合計
画後期基本計画実施計画における重点事業219件のうち、事業
内容がレベルアップしているものや輝プロジェクトに該当するもの
173件を指定して進行管理を行うとともに、事務事業評価【事中】
を実施した。

☆行政評価
平成29年度事業
・事務事業評価（事後）　173事業
　計画どおり完了 157事業
　計画を見直し完了、
　次年度以降計画を見直す 16事業
・施策評価　35施策

【進行管理】
　経営管理システムの見直しに基づき、四半期ごとの進行管理を
実施した。

☆進行管理
（第1四半期）計画通り実施169件、計
画を見直して実施1件、遅延3件
（第2四半期）計画通り実施147件、計
画を見直して実施22件、遅延1件、完
了2件、未着手1件
（第3四半期）計画通り実施153件、計
画を見直して実施15件、遅延1件、完
了4件
（第4四半期）計画通り実施141件、計
画を見直して実施13件、遅延1件、完
了18件

限られた経営資源(ヒト・モノ・カネ)を有効に
活用していくために、今後も行政総合マネジ
メントシステム(経営管理システム)を運用して
いきます。運用にあたり、事務事業の評価
(行政評価)の方法等についても、改善を図り
ながら実施していきます。

経営管理シス
テムの充実

経営資源（ヒ
ト・モノ・カネ）
の効果的な活
用

№6

№5 市民生活へのＩＣＴの浸透や東京2020オリン
ピック・パラリンピックの開催を控えて、今後
ますます進むモバイル機器による情報ネット
ワークの活用に対応するため、公共施設の
Wi-Fi対応について検討します。
　また、市民の利便性向上と事務の効率性を
高めるため、事前に通話先部署を確認する
機能を追加して内線番号の入力誤りによる
間違い電話をなくすなど、庁舎音声自動案内
電話の改善や、庁舎については１階と地下
に出入り口があることから、エレベーター利
用時に乗車階数が明確となるようドアに階数
を表示するなど、利用者目線による改善を図
ります。
　はむらの魅力を発信していくための市民
サービスのひとつとして、婚姻届や出生届な
ど思い出に残る手続きで来庁した記念に写
真撮影をするための撮影コーナーを設置しま
す。

市民サービス
の向上

行
政
改
革

庁舎等の利
便性向上

＜柱２＞
効果的、効
率的な事務
事業の推進

経営管理システム
の運用

＜柱１＞
社会経済情
勢や市民
ニーズに
合った行政
サービスの
展開

〔平成30年度〕
事務事業の進行管理
行政評価の改善・実施
行政評価結果の公表、予算等への反映方
法の改善
〔平成31年度～平成32年度〕
同上

計画どおり進
行中

平成29年度で完了

企画政策
課
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分野
年次計画

（平成30年度～平成32年度）
取組内容事業の目的、方向性実施計画事業改革項目柱 関連課所管課 実績（平成30年度末現在） 効果・成果、具体的数量等進捗状況

広域連携の
推進

№8 情報システム
のクラウド化

市が保有する各種情報システムのセキュリ
ティ強化や運用コストの低減、自治体間での
業務連携性を向上するとともに、災害時にお
ける業務継続性を強化するため、システム機
器やソフトウェアを複数の自治体で共同利用
する情報システムのクラウド化を進めます。

クラウド化の推進 〔平成30年度〕
情報システムのクラウド化の検討
〔平成31年度～平成32年度〕
同上

情報管理
課

各システム
所管課

1年を通し、案件ごとの把握、検討を行ったほか、国、他市町村の
状況把握に努めた。

計画どおり進
行中

平成31年度案件に関しては、多角的
な観点での検討を行うことができた。
その結果、民間施設を利用した運用
への移行する案件は、なかった。今
後においても、事案ごとの把握、検
討を行いながら、事務の効率化、情
報セキュリティ対策の向上などを図っ
ていく。

自転車駐輪場運営
への民間活力の導
入

〔平成30年度〕
民間活力による自転車駐輪場運営の検討
〔平成31年度〕
民間活力による自転車駐輪場運営の検討
結果の反映
〔平成32年度〕
民間活力による自転車駐輪場運営の検討
結果の反映

防災安全
課

庁内に「羽村市自転車等に関する施策検討委員会」を設置し、自
転車駐輪場の有料化等も含めて、民間活力の導入と羽村市自転
車駐車場運営・整備等についての協議を進めている。

計画どおり進
行中

・検討委員会　3回開催

人事評価研修をはじめ、シティプロモーション実践研修、メンタル
ヘルス研修、情報セキュリティ研修等を実施した。また、東京都市
町村職員研修所等が実施する派遣研修に職員を参加させた。
庁内研修では、職員の資質・能力の向上が図られていると捉えて
おり、日本経営協会等への派遣研修については、職務を遂行す
る上で必要不可欠な専門知識・技能等の習得が図られ、業務に
活用された。

計画どおり進
行中

入庁8年目までの若手職員を対象に、クレーム対応研修、職場体
験研修（市内公園）、男女共同参画研修、シティプロモーション実
践研修を実施した。
若手職員の資質・能力の向上につなげることができたと捉えてお
り、職場体験研修及びシティプロモーション実践研修では、市の
様々な仕事について理解する良い機会となった。

計画どおり進
行中

将来を見据え時代の変化に対応した行政運
営を行っていくため、行政課題や行政需要に
応じて組織や事務分掌を見直すとともに、適
切な定員管理を行い、機動的な執行体制を
確保します。
　また、臨時職員、再任用職員の配置につい
ても、職務や業務内容を明確にして検証を行
い、効果的かつ効率的な行政サービスの提
供ができるよう見直しを図っていきます。

＜柱３＞
多様な担い
手との連携
＞

№
11

社会経済情
勢の変化に
対応できる執
行体制の確
保

職員の人材
育成の推進

職員提案制
度の実施

職員の自発的な提案により事務事業の改善
や市民サービスの向上を図るなど、活力ある
行政運営を行うため職員提案制度を実施し
ます。提出された提案については、担当課に
よる検討を行い、効果のある提案については
具現化していきます。

〔平成30年度〕
計画的な職員研修の実施
若手職員の育成強化
効果的な人事制度の運用
勤務条件等の整備
〔平成31年度～平成32年度〕
同上

＜柱４＞
人材育成と
機動的な執
行体制の確
保

事務事業の
改善

行
政
改
革

機動的な執行
体制の確保

人材育成

№9

№
10

№7

農商工観連携施設やサイクリングステーショ
ンの設置・運営にあたり、ＰＰＰ・ＰＦＩの活用を
図ります。また、現在委託している自転車駐
車場の管理運営について民間活力の活用を
検討します。

＜柱２＞
効果的、効
率的な事務
事業の推進

民間活力によ
る公共施設の
設置・運営

民間活力の
導入

行政運営における重要な経営資源である職
員の人材育成を進めるため、羽村市職員人
材育成基本方針に基づき、職員の自己啓発
を醸成するための職場環境づくり、人事異
動・昇任・人事評価など職員の意欲と能力を
引き出す人事制度の運用、自ら学び考える
研修体系の整備を一体的に取り組んでいき
ます。

〔平成30年度〕
組織・事務分掌の見直し
定員管理計画の推進
再任用職員等を含めた次期定員管理計画
の策定
〔平成31年度〕
組織・事務分掌の見直し
次期定員管理計画の推進
〔平成32年度〕
組織・事務分掌の見直し
次期定員管理計画の推進

職員研修・職場環
境整備・人事制度
が一体となった人
材育成

〔平成30年度〕
ＰＰＰ・ＰＦＩによる農商工観連携施設設置・運
営の検討・検討結果を反映した施設の運用
開始
ＰＰＰ・ＰＦＩによるサイクリングステーション設
置・運営の検討
〔平成31年度〕
ＰＰＰ・ＰＦＩによるサイクリングステーション設
置・運営の検討結果を反映した施設整備
〔平成32年度〕
サイクリングステーションの運用開始

組織・定員管理の
推進

民間活力による農
商工観連携施設設
置・運営

民間活力によるサ
イクリングステー
ション設置・運営

企画政策
課

職員提案制度の実
施

〔平成30年度〕
職員提案制度の実施
職員提案案件の進行管理
〔平成31年度～平成32年度〕
同上

産業企画
課

企画政策
課

職員課

計画どおり進
行中

☆組織事務分掌・定員管理
組織・事務分掌の見直しを行うととも
に、定員管理計画を改定し、平成31
年度の定員を366人とした。

【組織事務分掌・定員管理】
平成31年度組織定員管理に関する資料とするため、7月に庁内
のヒアリングを実施する中で、各課の業務内容の変化や業務量
の増減、超過勤務状況などの課題を把握し、平成31年度に向け
た組織・事務分掌の見直しを検討し、次年度の組織体制を見直し
た。
また、定員管理計画を改定し、平成31年度の定員を366人とした。
引き続き、再任用職員のほか、会計年度任用職員制度の導入な
ども踏まえながら、組織・事務分掌の見直しを行っていく。

平成30年度は、「羽村市の行政改革、財政改革に関する提案」及
び「地方分権改革に関する『地方公共団体への事務・権限の委譲
及び地方に対する規制緩和』」をテーマに、職員提案を実施した。
また、進行管理については、過去の提案内容に関する進行管理
の実施方法の見直しについての検討を行った。

計画どおり進
行中

☆職員提案数
　57件（28人、3グループ）
　うち努力賞3件

☆職員研修の実施
職員を対象とする様々な研修を実施
するとともに、入庁８年目までの若手
職員を対象に研修を実施した。
今後も引き続き、職員の資質・能力
の向上を図る研修に取り組んでいく。

計画の見直し
が必要

サイクリングステーションについて、民間活力の導入のため、サウ
ンディング調査を実施し、検討した。

農商工観連携施設とサイクリングス
テーションの関係を整理するととも
に、水上公園の今後の方向性と合わ
せた整備計画を練る必要があり、次
年度の整備に向け、検討を進めてい
く。
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分野
年次計画

（平成30年度～平成32年度）
取組内容事業の目的、方向性実施計画事業改革項目柱 関連課所管課 実績（平成30年度末現在） 効果・成果、具体的数量等進捗状況

平成29年度に実施した人事評価結果の勤勉手当への反映・昇給
及び、平成30年度人事評価を実施した。また、人事評価審査会に
おいて評価を決定し、被評価者へ評価結果の開示を行った。人事
評価の開示に際して、被評価者の資質・能力の向上が図れるよう
指導・助言を行うことで、今後の仕事に取り組むモチベーションの
維持・向上が図られたほか、発揮した能力、行動及び優れた業績
を適正に評価することにより、職員の主体的な職務遂行や自己啓
発を促し、人材育成を図ることができた。
今後は、平成30年度の人事評価結果を平成31年度の昇給及び
勤勉手当の成績率に反映していくとともに、引き続き、人事評価
制度の運用に取り組んでいく。

計画どおり進
行中

☆人事制度の運用
今後も引き続き、効果的な人事制度
の運用が図られるよう、人事評価制
度を運用していく。

羽村市特定事業主次世代育成支援及び女性活躍推進行動計画
に基づき、「超過勤務時間の抑制」、「年次有給休暇の取得促
進」、「週休日の勤務における振替日未取得の解消」に関する取
組みを特に強化し、職員のワーク・ライフ・バランスの推進を図っ
たことにより、超過勤務時間は前年度比較で、4,106時間（選挙事
務は除く）、11.3%減少し、超過勤務の削減及び健康保持が図られ
た。
また、年次有給休暇の取得日数は1.2日増加し、過年度の未取得
代休が減少し、ワーク・ライフ・バランスの推進が図られた。今後も
引き続き、勤務条件等の整備を図っていく。

計画どおり進
行中

☆ワーク・ライフ・バランスの推進
・超過勤務時間の削減　4,106時間
　※選挙、臨時給付金除く。
・年次有給休暇の取得日数　11.5日
　　（前年比1.2日増加）
・過年度未取得代休の減少

【効果額】　10,447千円

平成29年度より正規の勤務時間の割り振りを変更する時差勤
務、介護時間及び介護を行う職員の超過勤務の免除などを導入
し、子どもを育児する職員又は家族等の介護を要する職員の、よ
り柔軟な働き方が可能となった。今後も引き続き、出産、育児、介
護の有無や性別にかかわらず職員が仕事と生活の調和（ワーク・
ライフ・バランス）を図りながら能力を最大限発揮し、働きやすく働
きがいを実感できる職場環境の醸成に向け、制度の運用に取り
組んでいくとともに、必要な検証及び改善を行っていく。

計画どおり進
行中

☆育児、介護をしながら活躍できる
制度の運用
働きやすく働きがいを実感できる職
場環境の醸成に向け、引き続き制度
の運用に取り組んでいくとともに、必
要な検証及び改善を行っていく。

育児休業や介護休暇等を取得する職員も選考対象とし、管理職
等昇任選考を実施した。
今後も引き続き、出産、育児、介護の有無や性別にかかわらず職
員が仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）を図りながら能
力を最大限発揮できるよう、女性職員の登用の拡大を図ってい
く。

計画どおり進
行中

☆女性職員登用の拡大
今後も引き続き、女性職員登用の拡
大が図っていく。

ワーク・ライフ・バランスを図りながら、職員一人ひとりがその個性
と能力を十分に発揮し、これまで以上に活躍することができるとと
もに、男女共同参画の視野を取り入れた行政運営を維持すること
ができるよう、男女共同参画研修を実施したほか、ワーク・ライフ・
バランスを推進するための主な取組みとして、「超過勤務時間の
抑制」、「年次有給休暇の取得促進」、「週休日の勤務における振
替日未取得の解消」の3点に取り組み、四半期ごとの状況を庁議
で報告した。
研修において、仕事に関する考え方や業務の効率化、仕事のモ
チベーションの向上を図り、ワーク・ライフ・バランスの推進につい
ての認識を深めることができたほか、職員のワーク・ライフ・バラン
スを推進するための取組みが、職員の認識を深め、超過勤務の
抑制や有給休暇の取得増加に寄与していると捉えている。今後も
引き続き、計画推進のための研修、啓発活動を実施していく。

計画どおり進
行中

☆ワーク・ライフ・バランスの推進
　「超過勤務時間の抑制」、「年次有
給休暇の取得促進」、「週休日の勤
務における振替日未取得の解消」に
取り組んだ。

羽村市特定
事業主次世
代育成支援
及び女性活
動推進行動
計画の推進

№
11

職員の人材
育成の推進

〔平成30年度〕
計画的な職員研修の実施
若手職員の育成強化
効果的な人事制度の運用
勤務条件等の整備
〔平成31年度～平成32年度〕
同上

＜柱４＞
人材育成と
機動的な執
行体制の確
保

行
政
改
革

人材育成

№
12

職員一人ひとりの働き方を見直し組織の活
性化を図るため、出産、育児、介護の有無や
性別にかかわらず職員が仕事と生活の調和
（ワーク・ライフ・バランス）を図りながら能力
を最大限発揮し、働きやすく働きがいを実感
できる職場環境を醸成します。

職員の働き方
改革の推進

〔平成30年度〕
育児、介護をしながら活躍できる勤務環境の
検証及び改善
女性職員の登用の拡大の検証及び改善
計画推進のための研修、啓発活動の検証及
び改善
〔平成31年度～平成32年度〕
同上

行政運営における重要な経営資源である職
員の人材育成を進めるため、羽村市職員人
材育成基本方針に基づき、職員の自己啓発
を醸成するための職場環境づくり、人事異
動・昇任・人事評価など職員の意欲と能力を
引き出す人事制度の運用、自ら学び考える
研修体系の整備を一体的に取り組んでいき
ます。

職員研修・職場環
境整備・人事制度
が一体となった人
材育成

羽村市特定事業主
次世代育成支援及
び女性活動推進行
動計画の推進

職員課

職員課
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分野
年次計画

（平成30年度～平成32年度）
取組内容事業の目的、方向性実施計画事業改革項目柱 関連課所管課 実績（平成30年度末現在） 効果・成果、具体的数量等進捗状況

公営企業の
経営健全化

№
13

公営企業にお
ける経営戦略
の策定

人口減少や施設等の老朽化に伴う更新投資
の増大など経営環境が厳しさを増す中に
あっても、財務マネジメントを強化し住民生活
に密着したサービスの提供を将来にわたり
安定して継続していくため、投資・財政計画
等を含む健全な経営を持続していくための中
長期的な経営戦略（基本計画）を平成32年度
までに策定していきます。

経営戦略の策定 〔平成30年度〕
経営戦略の調査、検討
経営比較分析表の公表
〔平成31年度〕
同上
〔平成32年度〕
経営戦略の策定
経営比較分析表の公表

上下水道
業務課

10月22日に東京都が開催した「地方公営企業経営戦略策定支援
講習会」に参加して、最新情報の収集と先進市の取り組み事例な
どの講義を受け、平成32年度中の公表に向けて、調査研究を進
めるうえで参考となる、最新情報や先進市のノウハウを聴取した。
第五次羽村市長期総合計画、同実施計画、羽村市水道ビジョン
後期計画、水道管路耐震化更新計画等の各種計画における財
政推計や事業計画等を経営戦略の各項目と連動させ、公営企業
として健全な経営を持続していく。

計画どおり進
行中

計画を策定するための情報収集及
び資料収集、平成32年度の作成・公
表に向けた調査研究を実施した。

〔平成30年度〕
市内事業所への聞き取り及びアンケート調
査の実施
〔平成31年度～平成32年度〕
同上

課税課 産業企画課と連携し、市内事業所及びその本社５社へ訪問し聞
き取りを行い、今後の見通し等を伺った。
また、法人市民税については102社にアンケート調査を行い、37
社から回答いただいた。また償却資産については50社にアンケー
ト調査を行い、28社から回答をいただいた。

計画どおり進
行中

産業企画課と連携して市内事業所の
企業活動や業績などの情報収集を
行い、その情報を共有し、市内の景
況や市税収入の見通しの把握などに
活用した。

〔平成30年度〕
企業活動支援員の企業訪問による景況の
把握
〔平成31年度～平成32年度〕
同上

産業振興
課

企業活動支援員が市内事業所を訪問し、景況の把握に努め、そ
の結果を庁議で報告している。

計画どおり進
行中

庁議での報告による情報共有　12回

〔平成30年度〕
市内事業所の経営状況の情報収集及び財
務マネジメントへの反映
〔平成31年度～平成32年度〕
同上

産業企画
課

市内事業所の景況を月ごとに取りまとめた。また、市を取り巻く景
況も含め景況状況報告を庁議で月例報告を行った。

計画どおり進
行中

庁議での報告による庁舎内での情報
共有　12回

№
15

企業支援によ
る法人市民税
の確保

市内事業所の経営状況などの情報収集を通
じて企業活動上のニーズを把握し、市内での
企業活動継続のための立地支援や新規企
業の誘致などの産業支援施策を展開してい
くことで、財源の重要な位置を占める法人市
民税の増収を図ります。

企業活動上のニー
ズに沿った産業支
援施策の展開

〔平成30年度〕
市内事業所の経営状況などの情報収集及
び必要な施策の展開
〔平成31年度～平成32年度〕
同上

産業企画
課

市内事業所の経営状況や課題、ニーズなどの情報収集を行い、
施策展開につなげた。創業支援補助金等については、事業者へ
の支援施策をニーズ等に応じて制度改正を行った。

計画どおり進
行中

市内事業所の経営状況などの情報
収集

管理職による収納特別対策として、平成31年1～2月に各部署の
部課長を動員して市内滞納者の住居へ臨戸し、催告文書の差置
き及び納付の要請を行った。

☆管理職による収納特別対策
　訪問数　240件
　訪問後納付件数　409件(期)
　納付額　9,584,120円
【効果額】　9,584千円

各部職員による収納特別対策として、平成30年11月に各部署の
職員を動員して市内滞納者の住居へ臨戸し、催告文書の差置き
及び納付の要請を行った。

☆各部職員による収納特別対策
　訪問数　537件
　訪問後納付件数　654件(期)
　納付額　11,567,020円
【効果額】　11,567千円

平成30年度出納整理期間における現年度分収納特別対策の一
環として、平成31年4月から令和元年5月までの間、財務部各課
の職員を動員して市内滞納者の住居へ臨戸しての催告文書の差
置き及び納付の要請並びに電話催告を行うことを決定し、その準
備を進めた。

☆財務部職員による収納特別対策
　平成31年4月～令和元年5月に実
施することを決定し、準備を進めた。

№
17

個人住民税
における特別
徴収の推進

納税者の利便性向上と、確実な収納により
納税の公平性を確保するため、地方税法等
により市・都民税の特別徴収が義務付けら
れている事業者を対象に、特別徴収義務者
の指定を徹底し、普通徴収から特別徴収へ
の切替えを推進していきます。

個人住民税におけ
る特別徴収の推進

〔平成30年度〕
特別徴収義務者指定の徹底
〔平成31年度～平成32年度〕
同上

課税課 事業所から提出いただく指定総括表に、普通徴収切替理由書の
欄を記載して原則は特別徴収であることを周知し、特別徴収の推
進に努めた。
平成30年度は、新たに70事業所に対して特別徴収義務者指定を
行い、平成31年３月末時点の特別徴収における賦課決定額は、
2,622,291千円（前年2,612,948千円）で、前年比9,343千円、0.4％
増加した。

計画どおり進
行中

・新規特別徴収義務者指定　70事業
所
・特別徴収賦課決定額　2,622,291千
円
（前年比9,343千円、0.4％増）

〔平成30年度〕
管理職による収納特別対策の実施
各部職員による収納特別対策の実施
財務部職員による収納特別対策の実施
〔平成31年度～平成32年度〕
同上

行政サービスを実施するための主要な財源
である税収を確保するため、全職員が一丸と
なり滞納整理に取り組みます。

市内事業所の企業活動や業績などの情報
収集を行い組織内で情報共有し、市内の景
況や市税収入の見通しの把握などに活用す
ることで、財務マネジメントを強化します。

市内事業所の経営
状況の把握

＜柱１＞
財務マネジ
メントの強
化

市内経済状
況の把握

＜柱２＞
財政基盤の
強化

№
14

税収の確保

収納特別対
策の実施

市内事業所
の経営状況
の把握による
財務マネジメ
ントの強化

財
政
改
革

№
16

市税等収納特別対
策の実施

納税課 計画どおり進
行中
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分野
年次計画

（平成30年度～平成32年度）
取組内容事業の目的、方向性実施計画事業改革項目柱 関連課所管課 実績（平成30年度末現在） 効果・成果、具体的数量等進捗状況

受益者負担
の適正化

№
18

使用料、手数
料等の受益
者負担の適
正化

適正な受益者負担を求めるため、公共施設
の使用料等については、施設の管理運営に
係るコストの算定を行い、受益者負担割合の
変動等を把握するとともに、他の地方公共団
体の同種施設の使用料との均衡を十分考慮
しながら、定期的に適正化を図っていきま
す。
　また、使用料と同様に手数料についても、
受益者負担の適正化の観点から、定期的な
見直しを行っていきます。

使用料、手数料の
見直し

〔平成30年度〕
使用料等審議会の開催結果の反映
受益者負担の適正化に向けた調査・研究
〔平成31年度〕
受益者負担の適正化に向けた調査・研究
〔平成32年度〕
同上

財政課 平成29年7月10日の中間答申、平成29年10月12日の最終答申に
より、8件の使用料について見直すことが適当であるとの結果を
受けた。
そのうち、スポーツセンター使用料については、個人使用料の見
直し（大人100円→150円／子供50円→70円）、スイミングセンター
使用料については、個人使用料の見直し（スポーツセンターと同
様）を行うこととし、9月議会において条例改正を行った（条例施行
は平成30年4月1日）。
見直すことが適当であるとの答申を受けた他の6件の使用料につ
いては、引き続き検討を進めていく。

計画どおり進
行中

☆使用料の見直し

【効果額　3,228千円】

№
19

民間助成金
の活用

財源を確保する手段のひとつとして、公益財
団法人助成財団センターに加盟している企
業や財団等が、社会貢献事業の一環として
福祉・環境・青少年育成・文化芸術等の様々
な分野を対象に交付している助成金などの
民間助成金の活用を図っていきます。

民間助成金の活用 〔平成30年度〕
助成金交付団体の情報収集
〔平成31年度～平成32年度〕
同上

財政課 企画政策課 平成30年度は、独立行政法人日本芸術文化振興会、一般財団
法人自治総合センターの助成金を申請し、「伝統文化inゆとろぎ
『鬼剣舞・鹿踊り』」、「由紀さおり・安田祥子コンサート（町田市と
連携）」の内定を受けている。
また、一般社団法人落語協会、一般財団法人地域創造に申請し
「都民寄席」、「公共ホール音楽活性化事業」の事業決定を受け
た。（アーティストを無料で招聘）
そのほか、一般財団法人自治総合センター、一般財団法人地域
総合整備財団、一般財団法人地域活性化センターの助成金情報
について、庁内に情報提供を行い、民間助成金の獲得に努めた。

計画どおり進
行中

・独立行政法人日本芸術文化振興
会助成金　助成金額437千円（予定）
・一般財団法人自治総合センター助
成金
・一般社団法人落語協会、一般財団
法人地域創造　アーティスト無料招
聘

【効果額】　437千円

広報広聴
課

・市公式サイト広告掲載料1,508千円（掲載企業12社）
・広報はむら広告掲載料1,554千円（掲載企業10社）

計画どおり進
行中

・市公式サイト　1,508千円（12社）
・広報はむら　1,554千円（10社）

【効果額】　3,062千円

契約管財
課

市内事業者からの有料広告を掲載した庁舎・市内案内板及び広
告用モニターの設置許可をした。

完了 庁舎案内板広告掲載料（平成30年
12月～平成31年3月）
（年額240,000円×4/12=80,000円）

【効果額】　80千円

市民課 証明書用封筒40,000枚（角6封筒35,000枚、角2封筒5,000枚）の寄
付を受けた（掲載企業3社）。
この封筒の配布期間は、平成30年3月から平成31年2月で、2回に
分けて寄付を受けた。

計画どおり進
行中

証明用窓口封筒は広告が掲載され
た団体から協賛を受けた封筒の製作
業者から寄付を受けたもの。
広告掲載に伴う歳入はないが、
40,000枚の封筒印刷製本費の歳出
が抑制された。

生活環境
課

市指定ごみ収集袋で有料広告を実施した。 計画どおり進
行中

市指定ごみ収集袋広告掲載料（掲載
企業5社）

【効果額　510千円】

〔平成30年度〕
新たな広告媒体の調査・検討、反映
〔平成31年度～平成32年度〕
同上

財政課 全課 介護保険サービス事業所一覧、子育て応援ガイドブック、はむら
ん時刻表パンフレットの作成等について、広告代理店を通じて、
広告掲載製品の寄付の受入をした。

計画どおり進
行中

☆広告掲載製品の寄付受入
　・介護保険サービス事業所一覧
　・子育て応援ガイドブック
　・はむらん時刻表パンフレット

〔平成30年度〕
ネーミングライツの検討
〔平成31年度～平成32年度〕
同上

財政課 各施設所管
課

コミュニティバスはむらんのバス停へのネーミングライツの導入に
ついて、運営推進懇談会への意見聴取の実施したうえで、運行事
業者と実施の方向性、スケジュール等について協議を行った。引
き続き、運行事業者との協議と庁内での検討を進めていく。

計画どおり進
行中

ネーミングライツの導入に向けた検
討

〔平成30年度〕
有料広告の実施
〔平成31年度～平成32年度〕
同上

有料広告による収入増を図るため、すでに導
入している広報紙、市公式サイト、指定収集
袋、証明書用封筒などのほか、新たな広告
媒体について調査検討を進めます。
　また、公共建築物等に命名権(ネーミングラ
イツ)を募集することについて、調査・研究を
行います。

＜柱２＞
財政基盤の
強化

№
20

財
政
改
革

広告料収入
等の推進

多様な資金調
達の取組み

有料広告等の推進
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分野
年次計画

（平成30年度～平成32年度）
取組内容事業の目的、方向性実施計画事業改革項目柱 関連課所管課 実績（平成30年度末現在） 効果・成果、具体的数量等進捗状況

№
21

クラウドファン
ディング等、
新たな資金調
達手法の検
討・実施

財源確保を図るための新たな資金調達手法
の一つとして、イベント事業などを実施する際
に、賛同する不特定多数の人から資金協力
を募るクラウドファンディングについて検討・
実施します。

新たな資金調達手
法の検討

〔平成30年度〕
クラウドファンディングの検討
クラウドファンディングの実施（動物公園看板
制作事業）
〔平成31年度～平成32年度〕
クラウドファンディンの検討

財政課 各事業所管
課

クラウドファンディングについて、「ポータルサイト運営事業者の調
査」、「他市で導入実績のある事業の調査」、「導入可能性のある
事業の洗い出し」、「先進市へのヒアリング（電話での聴き取り）」
などの調査研究を進めた。
平成30年度は、市内外を問わず多くの人々から共感を得る可能
性が高い「動物公園看板制作事業」において、当該事業費をクラ
ウドファンディングにより調達することとし、クラウドファンディング
にかかる事務経費等を平成30年度当初予算に計上した。
目標金額に設定した300万円を確保するため、ポータルサイト事
業者の選定や効果的なPRの手法などについて検討を行い平成
30年度に実施完了した。

計画どおり進
行中

動物公園看板制作等寄付金　3,000
千円

【効果額　1,823千円】

効率的な資金
運用

№
22

公金管理計
画の策定

計画的な予算執行のもと効率的な資金運用
を行うため、公金管理計画を作成します。

公金管理計画の策
定

〔平成30年度〕
公金管理計画の策定、運用開始

会計課 平成30年8月に、公金管理計画を策定し、計画に沿って、市の公
金の動きの特徴を踏まえながら、安全性・流動性を重視した公金
の保管・運用を行った。
（基金運用利子 ： 2,131,428円、歳計現金運用利子 ： 104,864円）

計画どおり進
行中

公金管理計画の策定完了（平成30
年8月）

事務経費の
見直し

№
23

経常的、定型
的な事業の見
直しによる経
費の削減

限りある財源を有効に活用するため、経常
的、定型的な事業についても見直しを行い経
費を削減し、行政運営のスリム化を図りま
す。

経常的、定型的な
事業の見直しによ
る経費の削減

〔平成30年度〕
経常的、定型的な事業の見直しによる経費
の削減
行政運営のスリム化に向けた全事務事業の
点検（予算上の事業区分による点検）
〔平成31年度～平成32年度〕
同上

全課 企画政策課
財政課

経常的・定型的な事業の見直しによる経費の削減として、事務事
業の見直しや支出抑制等を行ったほか、電力自由化への対応
（特定規模電子事業者への契約切替）に取り組んだ。
また、行政運営のスリム化に向けた全事務事業の点検において
は、予算上の事業区分を基本に約1,200事業について、所管部ご
とに点検を行い、行政改革推進本部を開催し、見直しの方向性を
決定した。

計画どおり進
行中

・事務事業の見直し、支出抑制等
18,332千円
・電力自由化への対応（特定規模電
子事業者への契約切替）48,225千円

【効果額　66,557千円】

効果的な財源
の投入

№
24

行政評価結
果を反映した
財源の配分

新規評価や施策評価といった行政評価によ
り、必要性や緊急性、有効性に基づき各事
務事業の優先順位付けを行い、事業計画や
予算編成へ効果的に反映するなど、限られ
た財源をより効果的に活用する仕組みを構
築します。

行政評価結果を反
映した財源の配分

〔平成30年度〕
行政評価結果を事業計画や予算編成へ効
果的に活用する仕組みの運用、改善
〔平成31年度～平成32年度〕
同上

企画政策
課

財政課 行政評価結果を事業計画や予算編成へ効果的に活用するよう取
り組んだ。
・事中・事後評価を踏まえた今後の事業展開について、企画・財
務部門との連携を図りつつ、計画・予算・組織面から、計画に掲
げた事業の積極的な推進に取り組んだ。
・新規評価について、行政評価委員会へ付議するにあたり、提案
部署における優先順位づけを導入したほか、企画・財務部門が連
携して、当該事業に関するヒアリングを実施し、事業内容の精査
を図った。
限られた財源をより効果的に活用するよう、今後も引き続き、運用
していく中で必要に応じた見直しを実施していく。

計画どおり進
行中

☆行政評価結果の予算への反映
　企画・財務部門の連携のもと、事務
事業の推進を図るとともに、運用の
中で必要な見直しを行う。

補助金の見
直し

№
25

補助制度の
見直し

予算の有効活用を図るため、現行の補助制
度について必要性や有効性の検証を行い近
隣市との比較なども行いながら制度の見直し
を行っていきます。また、補助制度の統合、
廃止等の基準の設定について検討し、実効
性のある仕組みを構築していきます。

補助制度の見直し 〔平成30年度）
補助制度の検証
補助制度の統合、廃止等の基準の検討結
果の反映
〔平成31年度～平成32年度）
同上

財政課 各補助事業
所管課

市独自の補助金について、平成27年度、平成28年度の2か年に
わたり、所管課による評価や財政担当との意見交換を行う中で補
助制度の検証を進めてきており、平成29年度は、国制度の補助
事業として実施するものなど見直しの対象としない事業を除く全
補助事業のうち、平成27・28年度に見直しを実施しなかった16件
（18事業）について見直しの対象として検討を行った。
これらの18事業を含めた全補助事業について、平成30年度に実
施する全事務事業の総点検において、事業の必要性や有効性な
どの検証を行い６事業の補助金等の廃止を決定した。

計画どおり進
行中

☆メーデー助成金の廃止

【効果額　195千円】

〔平成30年度〕
スポーツセンターの利用時間区分の変更

スポーツ
推進課

平成30年4月1日から、新たな利用時間区分に変更し、時間区分
を細分化したことで利便性の向上につなげた。

完了 ☆貸切時間の区分見直し

【効果額　464千円】

地域振興
課
生涯学習
総務課

羽村市自然休暇村は、指定管理者と連携し、6月に宿泊紹介事業
を、10月と2月に日帰りの紹介事業を実施し、参加者の口コミによ
る誘客を図ったほか、開設30周年記念事業の実施、インターネッ
ト予約サイトを利用した受付を開始したことにより、平成30年度の
利用人数は16,326人となり、前年度から871人の増となった。
地域集会施設・学習等供用施設は、広報はむら及び市公式サイ
トで施設紹介を行い利用促進を図った結果、平成30年度の利用
人数は、ほぼ前年度並みの利用人数となった。
コミュニティセンターは公式サイト等で施設紹介を行い、利用促進
を図った。平成30年度の利用件数は5,216件で128件の増、利用
人数は63,404人で1,919人の減となった。

計画どおり進
行中 ☆羽村市自然休暇村の利用促進

利用者数　16,326人（前年度比871人
増）

☆コミュニティセンターの利用促進
利用件数　5,216件（前年度比128件
増）
利用人数　63,404人（前年度比1,919
人減）

利用者増加に向け
た取組み

〔平成30年度〕
各施設利用者増加策の検討・実施
〔平成31年度～平成32年度〕
同上

公共施設の
利用者増加
に向けた取組
み

＜柱４＞
市有資産の
有効活用

＜柱２＞
財政基盤の
強化

＜柱３＞
財源の効果
的な活用

№
26

公共施設がより有効に活用されるよう、利便
性の向上に努めるなど利用者増加に向けた
取組みを実施します。

財
政
改
革

行政財産・普
通財産の有
効活用

多様な資金調
達の取組み
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取組内容事業の目的、方向性実施計画事業改革項目柱 関連課所管課 実績（平成30年度末現在） 効果・成果、具体的数量等進捗状況

産業振興
課

産業福祉センターについて、平成30年度の利用者は22,846人で、
前年度の利用者25,329人から2,483人減少しており、施設全体の
稼働率は29.8％、最高はⅰホールの55.4％、最低は電脳寺子屋
（和室）の14.4％であった。この要因は夏場に施設の空調が故障
し、その分をゆとろぎに振替える影響が生じたことであると分析し
ている。
当施設は、産業振興を目的として設置しており、使用できる方を
市内の企業及びその従業員等としているが、空き状況により、市
民や団体など一般の方も利用できるため、広く周知を図り、施設
の利用を促進していく。また、貸出時間について、1時間単位にし
た場合の利便性向上などについて、検討していく。

計画どおり進
行中

☆産業福祉センターの利用促進
利用者数　22,846人（前年比2,483人
減）

土木課 市内の公園については、誰もが利用しやすい環境を整えるため、
市内の2公園(あさひ公園・やまぶき児童公園）について、和便器
を洋式便器に男女各１基を改修した。

計画どおり進
行中

☆市内の公園
和便器から洋便器への改修（男女各
１基）
（あさひ公園・やまぶき児童公園）

スポーツ
推進課

堰下レクリエーション広場の利用者の利便性を高めるため、付近
にある市有地を直営で整備して駐車場を設置した。（土木課との
連携事業）

完了

ゆとろぎ 生涯学習センターゆとろぎでは、羽村市文化祭で姉妹都市である
北杜市から「北の杜吹奏楽団」を招聘し、ふれあいコンサートを実
施したほか、特別企画として羽村ゆかりの声楽家と公募市民合唱
団、市内管弦楽団有志によりオペラ公演を実施し多数の集客に
つなげた。また、羽村市文化協会と連携し、生涯学習実践講演と
文化サークル体験教室を年4回実施し、文化活動への参加とゆと
ろぎ利用に繋げた。

計画どおり進
行中

・文化祭来場者数　20,704人（前年度
比3,524人増）
・生涯学習実践講演と文化サークル
体験教室参加者　延350人

図書館 図書館では、赤ちゃんから高齢者まで各年齢層の利用率があが
るよう、①ブックスタート時に図書館利用の紹介、②市内小学校で
のお話会の実施、③中学生・高校生を対象とした謎解きイベント
の実施、④メルマガの充実、⑤館内展示企画の充実　など図書館
の利用促進に取り組んだ。
乳幼児から小学生は読書習慣を身に付け、今後の図書館利用を
伸ばす大きな要因となると考えられるため、今後も引き続き重点
的に取り組んでいくとともに、他の年齢層と比べで利用率の低い、
中学生、30代～40代層にも図書館を利用してもらえるよう引き続
き取り組んでいく。

計画どおり進
行中

来館者数については、前年度同程度
を維持した。

郷土博物
館

社会的要因である学習指導要領改訂に伴い、年々都内小学4年
生の社会科見学者数が減少している。企画展等開催時に見学対
象者の設定を検討し、関係する事業所及び公共施設に周知をし
ているが、平成30年度からは新しく分野を開拓して近隣市町の高
齢者福祉施設にも周知し、施設利用者増加策として実施した。

計画どおり進
行中

社会的要因として学習時間増加に伴
う社会科見学の減少及び例年に無く
異常な猛暑による見学者数の減少
が続いた中、特に企画展・季節展示
の期間などに高齢者福祉施設の団
体が平成29年度と比較し増加した。

〔平成30年度〕
売却可能な普通財産の洗い出し及び売却
〔平成31年度～平成32年度〕
売却可能な普通財産の売却

企画政策
課
財政課
契約管財
課

公共施設等総合管理計画用地部会において、契約管財課が作
成した普通財産状況調書をもとに、普通財産の状況確認を行っ
た。また、小作台地区の市有地の現状と今後の方向性について
検討を行った。

計画どおり進
行中

・用地部会　5回開催
・推進委員会　3回開催

〔平成30年度〕
飲料自動販売機設置スペースの有料貸付
け
〔平成31年度～平成32年度〕
同上

契約管財
課

市役所庁舎内において、新たに自動販売機を設置する個所の検
討を行ったが、設置場所は見いだせなかった。
オリンピックの協賛の目的で、スポーツセンター・ゆとろぎにオリン
ピック協賛企業の飲料自動販売機を設置した（東京オリンピック・
パラリンピック準備室対応）。
今後も新たな設置場所を検討していく。

計画どおり進
行中

☆飲料自動販売機設置スペースの
有料貸付
オリンピック協賛企業の飲料自動販
売機設置に係る行政財産使用料

【効果額　348千円】

〔平成30年度〕
新たな有料貸付けの検討、運用
〔平成31年度～平成32年度〕
同上

契約管財
課

行政財産使用許可として、市内事業者からの有料広告を掲載し
た庁舎・市内案内板及び広告用モニターの設置を、市役所庁舎
内に許可した。

完了 ☆行政財産使用料
年額：318,000円（H30年度使用料)
Ｈ30.11.21～Ｈ31.3.31分　113,458円

【効果額　113千円】

利用者増加に向け
た取組み

〔平成30年度〕
各施設利用者増加策の検討・実施
〔平成31年度～平成32年度〕
同上

公共施設の
利用者増加
に向けた取組
み

＜柱４＞
市有資産の
有効活用

№
26

公共施設がより有効に活用されるよう、利便
性の向上に努めるなど利用者増加に向けた
取組みを実施します。

№
27

財
政
改
革

普通財産等
の売却や有
料貸付け

行政財産・普
通財産の有
効活用

市有資産を有効活用し歳入の確保を図るた
め、公共施設等総合管理計画に基づく計画
的な管理を進める中で普通財産の売却や有
料貸付けを検討していきます。
また、庁舎等の行政財産において可能な範
囲で有料による一部貸付けも検討します。

普通財産等の売却
や有料貸付け
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分野
年次計画

（平成30年度～平成32年度）
取組内容事業の目的、方向性実施計画事業改革項目柱 関連課所管課 実績（平成30年度末現在） 効果・成果、具体的数量等進捗状況

〔平成30年度〕
公式キャラクターはむりんの活用
〔平成31年度～平成32年度〕
同上

全課 公式キャラクターはむりんの活用については、外部へのお知らせ
や通知、イベントのポスター・チラシ、市の発行物などにはむりん
のイラストを掲載したほか、各種イベントへの出演など、全庁的な
取組みとして、庁内の35部署が積極的な活用を図っている。

　

計画どおり進
行中

☆はむりんの活用　35部署

〔平成30年度〕
広報映像の無形財産としての活用の研究・
検討
〔平成31年度～平成32年度〕
広報映像の無形財産としての活用の研究・
検討結果の反映

広報広聴
課

〔平成30年度〕
無形財産の発掘と活用
〔平成31年度～平成32年度〕
同上

全課 無形財産の発掘と活用では、シティプロモーション推進課が取り
組む「はむら家族プロジェクト」で撮影した市内で子育てしている
家族20組の家族写真をチラシやポスター、SNSなどに掲載し、市
の暮らしや子育ての魅力の発信に活用したほか、市史編さん室
では、市史編さん事業における成果の関連講座での活用、郷土
博物館では、登録郷土研究員による紀要への論考執筆など、人
材の能力を有効活用した。

計画どおり進
行中

☆無形財産の発掘と活用
家族プロジェクトで撮影した家族写真
などを市公式PRインスタグラム、は
むら家族プロジェクトフェイスブック、
市公式PRサイトで発信したほか市史
編さん事業における成果の関連講座
での活用や、登録郷土研究員による
紀要への論考執筆を実施した。

108,415
千円

＜柱４＞
市有資産の
有効活用

№
28

財
政
改
革

無形財産の
活用

無形財産の
有効活用

無形財産の発掘と
活用

公式キャラクターはむりんや広報映像など市
独自の無形財産の活用を図るとともに、新た
な無形財産の発掘・活用に努めます。

平成30年度　行財政改革効果額

平成29年度で完了
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